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研究成果の概要（和文）：本研究では、サプライチェーンの寸断と社会システム全体の混乱状態をもたらしうる
人的・自然災害の打撃から即時に修復可能とするSCR（サプライチェーンレジリエンス）の実現に向けて多くの
試みが挫折している中、レジリエンスの課題をインダストリアルインターネット環境の構築によって克服し、
SCM（サプライチェーンマネジメント）のデジタル化に対するインフラ整備の推進は、SCRの増強に有効であるこ
とについて検証した。また、先進企業の事例研究および実地調査と分析を通じて、学際的な研究成果に基づき、
SCR実現に向けたサプライチェーン・システムのメカニズムの特徴や優劣点などについて明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In recent years, many attempts frustrated at the realization of SCR (Supply 
Chain Resilience), which can quickly recover from human and natural disasters that could lead to 
disruption of the supply chain and confusion of the entire social system.
In this research, with overcoming the challenges of resilience by creating an industrial internet 
environment, the implementation of infrastructure development for the digitization of SCM(Supply 
Chain Management) was verified to be effective for the enhancement of SCR. Through case studies and 
field surveys and analysis of advanced companies, based on interdisciplinary research results, it 
clarified about the feature of the mechanism of the supply chain system for realization of SCR and 
the merits and demerits.

研究分野：経営情報
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、日本と東アジア地域での実態調査を通じて、ICT及び人的・組織的要素による企業の情報システム
の高度化とSCRの取組に対する認識上の共通点と相違点を把握し、地域性による組織形態の特徴やサプライチェ
ーン・システムのパターン化といった国際比較研究の利点を最大限に生かすことがSCR研究の新しい試みになっ
た。また、近年のサプライチェーンのフラグメンテーションと拠点のグローバル分散化が加速化してきている
中、サプライチェーンの寸断と混乱状態の頻発から迅速に回復できるレジリエンス・ケイパビリティの有効性を
実証し、今後のSCM研究に新たな展開をもたらすことになった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 近年、SCM（Supply Chain Management）の全体最適化を脅かす致命的なリスクとなる突
発的事件が頻繁に発生するようになった。9.11 同時多発テロ事件をはじめ、3.11 東北地方太平
洋沖地震、同年のタイチャオプラヤー川流域の洪水、および今年 8 月の中国天津港に起こった
爆発事故など人為的あるいは自然的な災害は絶えず発生し、社会システム全体の安定性に甚大
な影響を及ぼすサプライチェーンの混乱と寸断の非常事態をもたらしていた。そのような非常
事態に備えるために、SCM の Flexibility や Agility などのケイパビリティを向上させ、サプラ
イチェーン断裂の状態から迅速に修復できるレジリエンスの増強が差し迫った課題として取り
組まれている。とりわけ、3.11 東日本大震災以降、SCR（Supply Chain Resilience）に関する研
究がますます重要視されるようになった。 

 一方、SCM への取組は ICT インフラ整備の高度化によって凄まじい発展を成し遂げた。と
りわけ、インダストリアルインターネット環境の構築やクラウドコンピューティングなどの最
先端技術の導入によって SCM の有効性と効率性はいっそう高まるようになった。 

 また、今日 SCM のデジタル化が着実に推進されている中、インダストリアルインターネッ
トのインフラ整備が SCR の向上に与える影響について殆ど調べられておらず、インダストリ
アルインターネット環境下の SCR 実現の可能性について検討されていないことは現状である。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は先進企業の事例研究および実地調査と分析を通じて、サプライチェーンの寸
断と社会システム全体の混乱状態をもたらしうる人的・自然災害の打撃から即時に修復可能と
する SCR の実現に向けて多くの試みが挫折している中、レジリエンスの課題をインダストリ
アルインターネット環境の構築によって克服し、学際的な研究成果に基づき実行可能なソリュ
ーションをもって実現していく SCR のメカニズムを明らかにすることである。 

 そこで、本研究では、主に以下の 4 点について検証する。 

（１）サプライチェーン企業のインダストリアルインターネット環境の整備の進捗度及び問題
点 

 日本と東アジアのサプライチェーン企業の実態調査を通じて、インダストリアルインターネ
ット環境への取組の現状について調査し、その達成度について検証し、課題を明確にする。 

（２）SCR 向上への取組具合及び課題 

 同上の実態調査を通じて、各社自身が関わるサプライチェーンの脆弱性とその発生源に対す
る認識の度合い及び SCR 向上への施策と取組状況について調査し、その成果と課題を明らか
にする。 

（３）インダストリアルインターネット環境の整備と SCR 向上との関連性 

 SCR 取組の達成度と組織のインダストリアルインターネット環境の取り組み具合について
分析し、レジリエントなサプライチェーン構築と ICT インフラ整備の高度化との関連性につい
て検証する。 

（４）実行可能な SCR のメカニズムの構造化及びその実現に向けた提言 

 インダストリアルインターネット環境の整備したサプライチェーンの人的・組織的な要素を
生かし、実行可能な SCR のメカニズムを構造化し、その実現に向けた提言を行う。 

 

３．研究の方法 

 本研究の主目的は、サプライチェーン企業の ICTインフラ整備の実態の把握、および SCR実
現に向けた取り組み具合の検証ということから、まず、日本と東アジアのサプライチェーン企
業を選定し、聞き取り調査を実施した。調査では、産業（自動車・電気電子・食品）や地域性
などを押さえた上で、企業のインダストリアルインターネットの環境整備の実態が明らかにな
るような質問項目を作成し、SCR に対する施策と取組の状況について調査・分析を行った。 
 また、調査や検証の結果に基づき、最適な仮説設定を行うために、関連分野の文献サーベイ
を継続的に実施した。具体的には、サプライチェーン、レジリエンス、リスクマネジメント、
インダストリアルインターネット、組織イノベーションやシステムアーキテクチャといった分
野の文献レビューを行い、SCR 実現のメカニズムの構築に対する分析と論証にも大いに参考に
なった。 
 
４．研究成果 
 研究代表者はこれまで製造業を中心に、異なった生産方式と環境要因との適合的な対応基準
を定めることによって、SCR に備えるべきケイパビリティの増強がサプライチェーンの競争優
位の向上に役立つことについて検証・分析を行ってきた。その研究成果に基づき、上述の取り
組みを通して、本研究では新たに以下の研究成果を収めることができた。 
 第一に、近年、クラウドコンピューティングやビッグデータ処理などインダストリアルイン
ターネット関連技術の飛躍的な進歩、および多分野における適用と更なる応用が注目され、イ
ンダストリアルインターネットの活用による SCM の高度な情報化が達成し、両者の相乗効果
による SCR の改善が期待できることについて検証した。また、日本や東アジア企業のインダ
ストリアルインターネット活用の実態や SCM の高度情報化の進展具合を調査・確認し、SCR

改善に必要な SCM のケイパビリティとの相関関係を検証し、両者の相乗効果からサプライチ



ェーンの企業のリスクマネジメントが促進されることを論証した。 
 第二に 、SCR の実現には、サプライチェーンの構造設計、管理モデルやネットワーク構築
など組織構成に必要な基本要素の整備状況が重要な関連指標となっており、サプライチェーン
全体の基本要素の整備と持続的進化において組織のイノベーション創起能力の促進と拡散が不
可欠であることについて論証した。また、事例研究を通じて、サプライチェーン企業の基本要
素の整備状況とイノベーションマネジメントの実態を調査し、両者の因果関係および SCR 実
現との関連性について検証した。 
 第三に、SCR の向上を実現するために、既存のサプライチェーン・システムにおけるリスク
マネジメントの機能を拡大し、緊急時の情報疎通のルーター役に止まらず、サプライチェーン
全体のシステムマップを管理・運営するメカニズムを設置する正当性を検証した。そのうえ、
今日の SCM の高度情報化によるインダストリアルインターネット関連技術などを活用し、シ
ステムマップを管理・運営するメカニズムとしてナレッジベース・システムを提案し、その設
置にあたる具体的な施策とシナリオ分析を明示し、論証した。 
 第四に、日本や東アジアのサプライチェーン企業に対する実地調査から、産業や地域別によ
って、インダストリアルインターネットの環境整備や SCR 実現に対する認識と取り組みの度
合いに大きな差異があり、それらの差異によって、それぞれのサプライチェーン・システムの
構造が従来、最も影響力が強い企業の主導によるプライベート型サプライチェーン構造から、
高度な ICT インフラが整備された複数の企業コラボレーション・プラットフォームによるパブ
リック型サプライチェーン構造まで、多様なサプライチェーン・システムのメカニズムが成立
しつつあることが明らかになった。 
 第五に、SCR の視点から、今日のインダストリアルインターネット環境におけるサプライチ
ェーン企業の複雑性の拡大によって、サプライチェーン全体の脆弱性が劇的に増加しているこ
とについて検証した。さらに、このような状況下で、 インダストリアルインターネット環境に
おけるサプライチェーンが直面する脅威と脆弱性の高まりに対してサプライヤー・グローバ
ル・ネットワーク・マップの構築を提案し、その具体的な手順と SCM におけるロバスト性の
増強について解明した。 
 第六に、フードサプライチェーンにおいて、トレーサビリティシステムの可用性と堅牢性を
検証し、その実施に必要なシステムアーキテクチャを設計し、達成できる効果と現段階におけ
る課題について提示した。また、SCR の視点から、トレーサビリティシステムの研究に基づい
てサプライチェーン・システムを革新させる展開課題としてブロックチェーン技術の導入の必
要性について論証した。 
 以上の一連の研究成果から、インダストリアルインターネット環境整備の構築によってサプ
ライチェーン全体の応答性と堅牢性が高まり、SCR 実現に向けたサプライチェーン・システム
の可視化と弾力性に繋がることが明確になった。また、日本と東アジア地域での実地調査や文
献サーベイを通じて、産業や地域別によるサプライチェーン・システムの差異とそれらのメカ
ニズムの特徴や優劣点などが明らかになり、今後、多様なサプライチェーン・システムのメカ
ニズムの共存とその全体像の解明に期待したい。 
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